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要  旨 

 特別支援教育における作業療法のコンサルテーションに関する症例・研究報告は、その報告内容により、「コン

サルテーションの支援内容を検証した群」と「コンサルテーションの介入モデルを検証した群」とに大別された。

前者は作業療法士が特別支援教育の外部専門家として連携する場合、教育現場で生じている児童生徒や教員の困

り感と作業遂行障害について、具体的な問題点を可視化することにより、作業療法士が支援する内容を教員と共

有することの重要性が明らかにされていた。後者は、コンサルテーションを実施する場合に学校等に訪問する回

数や実施時間、頻度、連携方法などに制約がみられたが、児童生徒の特性や学校等の環境、課題となる作業内容、

教員の状態などの実態把握に基づき、実現可能なコンサルテーションの介入モデルを立案しながら実践を通して

検証しており、教育現場で実現可能なコンサルテーションの介入モデルの有用性が示された。また、特別支援教

育における作業療法のコンサルテーションの役割として、作業療法士は児童生徒における障害の多様化や行動特

性の背景に対して、医学的側面や環境因子を分析し、教員に助言や指導を行うことにより、教員の特別支援教育

の専門スキルの向上や教育に対する自己効力感の高まりに寄与できると考えられた。今後、コンサルテーション

の有用性を高めるためには、作業療法士と教員が相互関係を構築する上で作業療法士の実践知や経験論、技能プ

ロセスを明らかにすることが重要であると考えられた。 
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はじめに 

2007 年の特別支援教育の実施以降、外部専門家であ

る作業療法士の必要性が高まりつつある。従来の特殊

教育では、教員が医療機関に訪問することや作業療法

士が特別支援学校や教育関係機関などに訪問する形式

で、児童生徒に関する情報を共有し、助言や指導が行

われてきた。特別支援教育に移行した後は、特殊教育

と同様の形式に加えて、作業療法士が小学校や中学校

の教育現場で相談業務を行う形式が増えてきている。

筆者は特別支援教育における作業療法のコンサルテー

ションの臨床経験が 10 年余りある。これまでのコンサ

ルテーションの経験から、学校現場で教員の教育実践

に行動変容が認められるとともに児童生徒が課題を達

成した場合と、コンサルテーションを実施したものの

教員や児童生徒の行動変容が認められなかった場合が

あった。このような状況の違いが生じる要因を推察す

るといくつかの課題点がみられた。コンサルテーショ

ンは教員に対する間接的介入である。教員の児童生徒

に対する理解や特別支援教育の専門スキルの程度によ

り、作業療法士が助言や指導を行う内容が異なるため、

教員一人ひとりに適した介入方法を選定する必要があ

る。また、医療機関に所属する作業療法士は、学校等に

訪問する回数や実施時間に制約がある状況で介入する

必要がある。こうした課題が生じる背景には、教育関

係者に作業療法士が特別支援教育を協働すべき専門家

として認知されていないことや特別支援教育に関する

作業療法士自身の知識や情報の不足の指摘（三澤・永

田・中路・大谷・田辺・茂原，2007）もある。以上のこ

とから、作業療法士は特別支援教育の専門性を理解し
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た上で、作業療法の専門性を教員の教育実践につなげ

る連携が必要である。そのためには、特別支援教育に

おける作業療法のコンサルテーションにおいて、何に

留意しどのような支援を行えばいいのかを整理し、実

践を積み重ねて検証していくことが喫緊の課題であり、

このことが支援対象である児童生徒の発達に寄与する

と考えた。 
 本報告では特別支援教育の施行後、わが国の特別支

援教育における作業療法のコンサルテーションについ

て知見を概観・整理し、その有用性や課題を明らかに

することを目的とした。 
 

方 法 

1. 文献検索の方法と選定の基準 

国立情報学研究所の CiNii（NII 学術情報ナビゲータ）

や医中誌 Web（医学中央雑誌）を用いて検索を行った。

該当期間を 2007 年 1 月から 2018 年 8 月とし、検索語

は「作業療法」と「コンサルテーション」、「作業療法」

と「特別支援教育」とした。 
2. 選定する基準 

検索の結果を基に、タイトルや要約、本文の内容に

ついて精査を行い、該当する論文を選定した。また、論

文の内容は作業療法のコンサルテーションに関する症

例・研究報告とした。なお、論文の選定にあたっては、

会議録や解説、作業療法の都道府県学会誌は除外した。 
 

結 果 

特別支援教育における作業療法のコンサルテーショ

ンに関する症例・研究報告は 18 件あり、コンサルテー

ションにおける作業療法の専門性や役割に着目したと

ころ、①「コンサルテーションの支援内容を検証した

群」（引野・土田，2010；赤塚・笹田，2015；西岡・辛

島・五十嵐，2015；山本・笹田，2016；本田・辛島，2017；
伊藤・中島・藤田，2017；岩永・加藤・伊藤・仙石・徳

永・東恩納・樫川・上田，2017；倉澤・立山・丹葉・浅

井・島津・田村・大歳，2017；古山・高木・吉岡，2018）
（Table1－1）と、②「コンサルテーションの介入モデ

ルを検証した群」（来間・湯原・藤井・大畠，2009；篠

田・是永，2009；古山・吉川・高木・引野・松田，2010；
小幡・大歳・村木，2012；仲間・平良・友利・長谷，2013；
古山・吉川・高木・引野・林，2014；古山・落合，2015；
濱田・菊池，2017；山口・奥津・長山・友利，2018）（Table1
－2）に分類された。 
①「コンサルテーションの支援内容を検証した群」

において、小学校通常学級へ介入した経験のある作業

療法士 10 名に対して半構成的面接を行い、学校作業療

法の介入内容と特徴を明らかにし、学校作業療法の介

入のあり方について検討した報告がある（引野ら，

2010）。引野ら（2010）は、作業療法の介入手段として

は学校の環境を評価し、教員に対する間接的介入が主

に行われており、学習しやすい環境や道具の工夫をす

ること、生活全体を考慮した支援の考案などが作業療

法士の役割であることを見出した。また、学校作業療

法が成功する要因として、児童生徒に対する適切な評

価や教員の児童生徒に対する理解の促進、教員が実現

可能な支援の提案が挙げられた。この報告で、学校作

業療法では作業療法士と教員の協働の必要性や学校の

生活場面での介入の重要性が示唆されたが、作業療法

士個々の臨床経験や理論背景に基づいた観察評価が主

であり、標準化された客観的な観察評価が用いられな

かったことなどを課題として報告している。赤塚ら

（2015）は、教員が教科指導に用いる学用品に対する

困り感や指導内容について明らかにすることを目的に

小学校の通常学級の教員 97 名を対象にアンケート調

査を実施した。その結果、学用品の整理整頓や定規や

コンパス、はさみ、リコーダーなどの操作に関するこ

とが上位となり、これらの学用品の操作が困難な児童

に対して、教員は声かけして操作の反復練習を行い、

できたら褒める繰り返しの指導が中心であったことを

報告している。本田ら（2017）は、作業療法士が通常学

級を訪問した際に対象児を取り巻く人的・物理的環境

因子について妥当な観察評価の開発を目的に、学校に

訪問活動経験が豊富な作業療法士 12 名に半構成的イ

ンタビューを行いアンケート項目を作成した後、全国

の 51 名の作業療法士に対してアンケート調査を行っ

た。その結果、環境因子の観察項目として 99 項目が抽

出され、通常学級における人的・物理的環境因子の観

察評価の開発につながる知見が示唆されたことを報告

している。古山ら（2017）は、県内の特別支援学校に勤

務する教員約 1200 名を対象に県内の特別支援学校に

おける作業療法士の関わりや期待についてアンケート

調査を実施した。その結果、9 割以上の教員が作業療法

士を知っており、関わりが役に立つと回答し、児童生

徒のニーズの明確化や教室での直接的な問題の解決、

専門性を尊重した連携、学校システムの理解などの充

実を期待していることを報告している。 
 そのほか、教員の作業療法士の認知度や役割に関す

る調査報告（西岡ら，2015；伊藤ら，2017；倉澤ら，2017）
や、授業場面における観察項目に関する報告（山本ら，

2016；岩永ら，2017）があった。 
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Tablel-1 コンサルテーシ ョンの支援内容を検証した群

報告者 目的 対象の概要 方法 得られた知見（検証結果）など

引野ら (2010) 小学校通常学級在栢で特別支援教育のニー 過去 10固以上小学校通常学級へ 半構成的面接を実施．インタビュー内容は，「小 介入手段として学校の環境を評価し，教員に対する

ズがある児産生徒に対する作業療法の介入 介入した経験のある作業療法士 学校通常学級から相絞に対する介入内容」「小 閉接的介入が主に行われていた．

内容と特徴を明らかにし，学校における作 10名． 学校通常学級の支援を行う時の配應点」「介入 学校で生かされる特徴として，学習 しやすい環境や

業療法の介入のあり方を提案すること ． の成功または失敗例」の 3点を中心に実施． 道具の工夫，生活全体を考博した支援の考案が挙げ

インタビュー内容は笙記と録音により記録 し られた．また，作業療法介入の成功要因として滴切

た後，全員の録音内容を書き起こし，その文学 な評価や教員の児産生徒に対する理解促進，教員が

を要約，整理し，共通するカテゴリ ーを描出し 実現可能な支援の提案が挙げられた．

分析． 作業療法士と教員の協1動の必要性や学校の文脈での

介入の重要性が示唆された．

赤塚ら (2015) 教貝は教科指導の際に．どのような学用品 通常学級の小学校教貝 97名． アンケート詞査を実施．アンケート項目を作成 困っている内容は 「整理整頓がでぎない」が号も多

に困っているのか，そしてどのような指導 し，各項目の回答人数を集計． く，「コンパスのひねり換作」「定規の粂作」「はさみ

を行ってきたのかを明らかにすることとと の操作」「リコーダーの操作」の順に多かった

もに，これからの学用品に閾する相絞に対 学用品の操作が困難な児童に対しての指導は芦かけ

応するこ と して反復錬習を行う，できたら褒める という繰り返

しの指導が中心であった．

学校に作業療法士が闊わることを良いとする回答は

89%を占めた

西岡ら (2015) 特別支援教育における作業療法士の訪問活 N市内の小 ・中学校を対象． アンケー ト詞査を実施既存のアンケー トがな 3群問比較の結果， A群教貝は C群教貝と比較して，

動の成果を検討するため，通常学級の教貝 作業療法士の支援を直接受けた いために，質的方浣によりアンケー ト項目を生 特別支援教育において作業療法士が どのよう なご と

が作業療法士についてどのように，どの程 ことのある教貝 (A群） 150名,A 成． ができる専門家であるのかについての理解が高かっ

度理解しているのかを明らかにすること． 群が所属する 学校で作業療法士 アンケー ト結果について統計処理を実施． た.B群教貝は A群教員と同様の高い理解を示した．

の支援を直接受けたことがない 各群教貝の作業療法士に対する理解度から，特別支

教貝 (B群） 150名，作業療法士 援教育における作業療法士の訪問活動の成果が示唆

が訪問する機会がなかった学校 された

の教貝 (C群）150名．

山本ら (2016) 学校現場の芸字に対する相嵌に対して，作 鉛笙や鉛笙補助具で正 しい持ち 到査項目は，形状，対象年齢，対象疾患，製品 「鉛笙本体の改良製品」 と 「鉛笙に取り付ける補助

業療法士が鉛筆補助具に関する相餃に対し 方を促している製品を対象 特徴，使用方法，注意亭項，作業療法士の制作 具製品」に分類された．

て有効な介入になる ように．鉛笙補助具が 販売企業は 28社，製品は国内外 闊与の有無について調査． 販売されている製品の説明芸やパッケージには，具

実際にどのくらいあるのか収集し分類する から 79件 体的な使用方法やどのような持ち方を対象にしてい

こと，使用 目的，対象児および疾患，換作 るのかの言已載が不明瞭なものが多かった．

方法の特徴を分析すること．
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報告者 目的 対象の概要 方法 得られた知見（検証結果）など

伊藤ら (2017) 浜松市内の教育現場における作業療法の認 浜松市内の公宣小 ・中学校，特別 アンケー ト顎査を実施．アンケート項 目を作成 小 ・中学校，将別支援学校において半数以上の教員

知度，教貝が児童生徒において困っている 支援学校の小学都 ・中学都 ・忘等 し，選択肢がある項目は全体からその割合を算 が作業療法士を知っていた．

こと，作業療法の必要性などを詞査し，今 部に勤務 している教員 242名． 出し，自由配載の項目は KJ法により分析．結 半数以上の教員が気になる児童生徒がいると回答

後，作業療法が教育現場と連携する方法を 果の妥当性を確保するために3名の作業療法士 し，行動面，学習面，対人関係，自立活動面におい

検酎するこ と． で分析． て菌 り感を感じていだ

岩永ら (2017) 教貝が子どもの協到運翫の問胆をアセスメ 複数地域（北海道内 l校，東京都 「学校版 感覚 ・運動発達アセスメン トシー アセスメント試案に含まれていた 60項目の中の 39

ンドできる質問紙を作成し，その因子を探 内4校，埒玉県内 2校，京都府内 卜」の湮動面のアセスメン ト試案を教貝が実 項目について因子分析を行った結果，6因子が抽出さ

るこ と. 9校，長崎県内 7校）の小学校の 施． れ，「書字スキル」「両側の協調」 「スポーツスキル」

通常学級の教貝 157名． 先行研究で収集したデータと合わせ，7歳から 「眼球湮動 ・ロ腔湮臣」 「姿究詞整J「描画スキル」

12歳の児童 767名のデータを収業し， 因子分析 と命名 された

を実施

倉湿ら (2017) 特別支援学校における自立活勤支援アドバ A校において一定期閉に作業療 児益生徒 27名について，学校が発行 した享業 教貝は，遊びに閾する こと，切り替えの難しさ，常

イザーと して，作業療法士が自閉症スベク 法士の コンサルテーシ ョンを受 報告書をもとに書き取 り額査を実施． 同行動，姿勢や摂食などを相餃 し．その行動への理

トラム薩害児童生徒および教貝に対してコ けた教貝および特別支援教育コ 内容分析はテキス トマイニング解析を実施． 解と対処方法を求めていた．

ンサルテーションした内容を分析し，作業 ーディネーター，コ ンサルテーシ

療法士が自閉症スペクト ラム隣害児童生徒 ョンを実抱した作業療法士．

の特別支援教育に携わるための焼緒を福る

こと．

作業療法士は感覚砕性を中心に 自閉症スペクトラム

隣害児童生徒の全体像を説明し，各授業場面の課題

に応 じた助言を行っていた

古山ら (2018) 広呂県内の特別支援学校で作業療法士がど 広島県内の特別支援学校に蜀務 アンケート莉査を実施．アンケー ト項目を作成 9害I」以上の教貝が作業療法士を知っていた．

il)ような関わりをしており ，1可を期待され する教貝約 1200名． し，各項目に応じて単鈍集計や統計処理，カテ 9害rJ以上の教員が作業療法士のアプローチが役に立

ているのかを明らかにし．今後，特別支援

学校で作業療法士にできることは何かを提

案すること．

ゴリー化により分析． ったと回答した．

児五生徒のニーズの明確化，教室での直接的な問題

解決，専門性を尊蜃した浬携学校システムの理解

など，連携内容の充実を期待していた．
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報告者 児童生徒の概要 対象者の概要

来間ら (2009) 小学校の通常学級 通常学級の教員

に在箱し，通級に

よる指導を受けて

いない児章 1名．

篠田ら (2009) 小学校の通常学級 通常学級の教貝

に在毎する発達磨

害が疑われる児童

2名．

古山ら(2010) 小学校の通常学級 通常学級の教貝

に在完する広汎性

発達陪害，注意欠

陥多動性隣害

(ADHD)の児童 l

名．

小幡ら (2012) 中学校の通常学級 学校関係者

に在毎するアテ ト

ーゼ型脳性麻痺児

1名．

Tablel-2 コンサルテーションの介入モデルを検証した群

作業療法士の取り組みの概要 得られた知見（検証結果）など

学校訪問 1国とおよそ 2ヶ月後に学校訪問しフォローアップを実施． 作業療法士の助言は教員に多く受け入れられ試行された．また，教

教育現場で子どもの行翫を振察し，作業療法士の視点での解釈をもと 貝の児童に対する見方が変化し，授業運営がPl滑となり ，教員自身

に支援また，母親と教員，作業療法士の三者が面餃で支援内容を確 のストレスが軽減された．

認 教育と医療の連携においては，教員が問題行動の原因を正しく理解

すること で指導の方針が得られること，医療専門家が教育現場や教

員の立場をよく知ること，学校生活と家庭生活の両者を支援するこ

との必要性が示唆された．

8日間の介入期間中に学校訪問で授業銀察を 4回 (4日間）実施． 問題場面等に対する教貝の理解が促された．また，教貝から作業療

教貝からの情報収集をもとに，子どもの特性を把握し，ICFの関浬図 法士に堤案された支援例を現場に取り入れやすくする新たな支援案

を用いて文菩化し，教員と協識． の提示がみられた．

教員の子 どもの感覚 ・運動面などへの実態把握を促し，総合評価や

指導展開への意琉を高めることができた

学校訪問，約 2ヶ月後に教貝に対するインタビュー， 約 4ヶ月後に再 教貝は作業療法士の捷案を受けて幾つかの具体的な取り組みを実施

評価を実施． していた． 教貝や母親は子どもの問題に対する理解が深まり ，具体

学校版運翫とプロセス技能評価 (Schoolversion of the Assessment 的に対応することが可能となった．また，教員と母親が子どもの問

of Motor and Process Skills , 以下，スクール AMPS) を実施し，担 穎点について相餃することができるようになった．

当教貝に対して課題遂行の改善を目的とした掃案． スクール AMPSを用いた利点は，教室内での問題を明確に示せたこ

と，具体的で実現可能な提案が行えたこと ，運動やプロセス能力の

変化を数値で示せたことであった．

学校コンサルテーションにおける 2回の支援会鏃の助言と個別指導 生徒への評価内容や指導方法について支援会跳で学校関係者の情報

計画芸の作成 が共有されるとともに，個別指導計画芸にも反映されることとなり．

生徒の湮虹面や感党面．認知面について評価を行い．隣害状況に応じ 指導上の問題点が改善された．テスト結果について教貝が客観的に

た指導方法について助言 把握可能となった．また，教員が関わりの難しい生徒に対して効果

的に介入できる実感を経敬した

学校コンサルテーションに作業療法士が閑与することで，通常学級

に通う重度アテトーゼ型脳性麻痺児の学習可能性が拡大することが

示唆された．
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報告者 児章生徒の概要 対象者の概要

仲閉ら (2013) 幼稚園に通う5歳 幼稚圏の教貝

の幼児 1名

作業療法士の取り組みの概要 得られた知見 （検証結果）など

巡回訪問相嵌（合計 6回）を実施． 教具が作業療法士を活用 しながら主体的に子どもの課題を解決して

教貝ヘカナダ作業遂行測定 (CanadianOccupational Performance いくことが可能となった．

Measure ; 以下，COPM)を実施し，COPMの目標と児章に期待する将来 学校作業療法を展開するためには，教員が作業療法の必要性を認隷

を結び付け，作業療法士と教貝が協｛動してスクール AMPSなどを用い した上で，作業療法士と協｛動体制を築くこ とが童要であり ，「教貝が

て教育場面の銀察や評価を実鹿し，教貝主体による 目探設定や介入を 子どもに届けたい教育に焦点を当てること」「教貝へ三と歴且とクイミ

実施． ングを意識した情報提供をすること」「教貝や保護者と情報共有する

こと」の重要性が示された．

古山ら(2014) 保育園や小学校に 保育園や小学校の保育 保育園や小学校に肪問を実施． スクールAMPSの再評価を実施した結果，運動能力測定値やプロセス

通う発達老害のあ 士あるいは教貝 作業療法士が観察する課穎は，対象児ごとに作業療法士と保育士や教 能力測定値に有意差が詑められ，全教貝がスクール AMPSに基づいた

る 4-8歳の幼児 員が話し合って決定し，スク ール AMPSを実施 し，その結果に基づい 作業療法が役立つと回答した

児童 II名． て教員にフィー ドバックと提案を実施.3-5ヶ月後にスクールAMPS スクールAMPSは，幼児児章の課題遂行の質の変化を表す評価指標と

の再評価を実施し．スクール AMPSに対する教貝のとらえ方について して有用であるだけでなく ，教貝に役立つ情報を提案するためにも

調査 役立つことが示された．

古山ら (2015) 特別支援学校中学 特別支援学校の教貝 学校肪問を約 I.5ヶ月の期間，1週閉に 1回の割合で計5回実施． 教貝と作業療法士が対象児の共通課題を見出すことができたこと

都に在藉する中度 COPMとスクールAMPSを用いて生徒の学校課題である描画や彩色など や，課題を解決するために教貝と作業療法士が協イ動することで生徒

知的障害のあるダ の美術課題裁断や貼付などの工作課題について評価し，教員と作業 の作業遂行能力が向上 した．特別支援教育における作業療法士の役

ウン症生徒 療法士が共通の目標と取り組みを話し合い実行． 害rJは，教貝と協像して生徒の問題行動に取り組むことが示された．

濱田ら (2017) 特別支援学校小学 特別支援学校の教員 作業療法士と教員の情裁伝達する形式は保諄者を介して実施．教員に 教員は対象児との日々の教育実践から，対象児の行動変容を的確に

節に在存する童 よる医療機関肪問は年に I,2回取組の期間は 6年間 把握 し， 作業療法士に伝えることができるようになった．

度 ・重複降害児 作業療法士と教員の協1動のもと，食亨勁作能力の向上を目的に，作業 重度 ・重複滝害児における教育と医療のコンサルテーションには，

療法士は対象児の運動機能面や認知機能面の評価を行い，教員に対し 対象児のことを乳幼児期から支援している医療従事者が，教育にお

課題解決に向けた支援方略について助言や指導を実施． いても積極的に介入することの童要性について指接された．

山口ら (2018) 幼稚園や保育園で 幼稚園や保育園の保育 園訪問で合計 3国のコンサルテーションによる介入前後比較を実施. ADOC-Sで特定した作業において，COPMの遂行度および尚足度の向

未診断であるが気 士ら 1名

になる園児 7名

1回のコンサルテーションは 1時閑 上，GASの目標到達度に有意な改善が認められた．

1回目の訪朋は作業療法の説明および対象圏児の状態把握，General 群内前後比較におけるサンプルサイズは s~12 名で前後比較研究の

Self-Efficacy Scale (以下， GSES) を保育士らに実施.2回目の訪 実現可能性が示唆された

昆~ IJ. Aid for Decision-making in Occupational Choice for School 

（以下, ADOC-S)や COPM, Goal Attainment Scale (以下，GAS)を用

いて作業療法士と保育士らが協｛酌して目標設定や介入方法を決定し，

支援内容は極力保育士らの主体による立案を促す.3国目の訪問は保

育士らによる介入の援り返りを行い，CCPMやGAS,GSESの評定を実施．
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②「コンサルテーションの介入モデルを検証した群」

において、学校訪問で教員からの情報収集と授業観察

から子どもの特性を評価し、ICF の関連図を用いた文

書を作成し、作業療法士と教員が協議を行った篠田ら

（2009）の報告がある。篠田ら（2009）は、学校訪問で

授業観察をもとに子どもの特性や授業内容の作業遂行

の評価を行うことにより、実場面の問題行動に対する

理解が促されたことや、支援方略の決定や実行が円滑

になったことから、作業療法介入では教員が授業場面

における子どもの感覚・運動面などへの実態を把握す

ること、目標設定や指導展開に対する意識を高める必

要性を報告している。小幡ら（2012）や濱田ら（2017）
は、重度の肢体不自由児に対して運動機能面や認知機

能面などの能力評価を行い、教員に対して課題解決に

向けて助言や指導を行った。その結果、教員や学校で

児童生徒に対する理解が深まるとともに、教員自身が

主体的に教育実践を行うことにより、児童生徒の行動

変容を捉えながら指導の効果を実感できるようになっ

たことを報告している。仲間ら（2013）や古山ら（2015）
は園や学校の現場で生じている課題に焦点を当て、作

業療法士と教員が協働して目標設定を行い、教員の主

体性を尊重しつつ、課題解決に向けた取り組みを行う

ことにより、子ども自身の課題達成とともに教員が教

員自身の役割を遂行できるようになったことを報告し

ている。また、学校現場の作業を評価し介入する場合、

カナダ作業遂行測定（Canadian Occupational Performance 
Measure；以下，COPM）や学校版運動とプロセス技能

評価（School version of the Assessment of Motor Process；
以下，スクール AMPS）を用いることにより、教員と目

標の共有や課題の明確化につながることを報告してい

る。幼稚園や保育園でのコンサルテーション型作業療

法の効果検証に向けて、介入前後比較を試験的に実施

した報告がある（山口ら，2018）。山口ら（2018）は、

保育士ら 7 名を対象に、保育士らが園で未診断である

が気になる園児 7 名に対して園訪問を行い、保育士ら

の主体性を引き出しながら、現状評価や目標設定につ

いて COPM や Aid for Decision-making in Occupation 
Choice for School（以下，ADOC-S）、Goal Attainment Scale
（以下，GAS）などの評価・介入のツールを用いて、1
回 1時間で合計 3回のコンサルテーションを実施した。

その結果、ADOC-S で特定した作業において COPM の

遂行度および満足度の向上、GAS の目標達成度に有意

な改善が認められたことを報告している。 
 そのほか、小学校の通常学級の児童を対象に学校訪

問を行った報告（来間ら，2009；古山ら，2010）や、学

校作業療法の評価としてのスクール AMPS の有用性に

関する報告（古山ら，2015）があった。 
 

考 察 

1. 特別支援教育における作業療法のコンサルテーショ

ンの現状 

特別支援教育における作業療法のコンサルテーショ

ンに関する症例・研究報告は、その報告内容により、

「コンサルテーションの支援内容を検証した群」と、

「コンサルテーションの介入モデルを検証した群」と

に大別された。 
前者は、学校作業療法の経験がある作業療法士に対

して半構成的インタビューやアンケート調査を実施し、

特別支援教育における作業療法の介入内容や観察評価

の視点を検証した報告（引野ら，2010；本田ら，2017）
や、アンケート調査を用いて教員の作業療法士に対す

る認知度や役割を検証した報告（西岡ら，2015；伊藤ら，

2017；倉澤ら，2017；古山ら，2018）や、教育現場で教

科学習や生活指導で遂行障害となりうる作業内容の観

察項目を検証した報告（赤塚ら，2015；山本ら，2016；
岩永ら，2017）があった。これらの報告は、作業療法士

が特別支援教育の外部専門家として連携する場合、学

校現場で生じている児童生徒や教員の困り感と作業遂

行障害について、具体的な問題点を可視化することに

より、作業療法士が支援する内容を教員と共有するこ

との重要性が明らかにされていた。 
後者は、学校作業療法の実践で作業療法士と教員が

協働して児童生徒に対する評価や目標設定、介入方法

を決定していた。その際、作業療法の視点を教育現場

に導入し、教員が主体となり教育現場で実現可能な目

標設定や介入方法の方略を可能とした報告（来間ら，

2009；篠田ら，2009；古山ら，2010；仲間ら，2013；古

山ら，2014；古山ら，2015）や、重度の肢体不自由児に

対して医療専門職である作業療法士が運動機能面や認

知機能面などの能力評価や具体的な指導方法に対して

助言や指導を行う必要性に関する報告（小幡ら，2012；
濱田ら，2017）や、コンサルテーション型学校作業療法

の効果検証に関する報告（山口ら，2018）があった。こ

れらの報告は、コンサルテーションを実施する場合に

学校等に訪問する回数や実施時間、頻度、連携方法な

どに制約がみられたが、児童生徒の特性や学校等の環

境、課題となる作業内容、教員の状態などの実態把握

に基づき、実現可能なコンサルテーションの介入モデ

ルを立案しながら実践を通して検証している点で意義

がある。今後、コンサルテーションの介入モデルを構

築していくためには、特別支援教育で作業療法士が支

援する内容を明示した上で、教員と連携して実践を積

み重ねていき、効果の検証を行う必要があると考えら

れる。 
 



―  364  ―

濱田  匠・菊池 紀彦 
 

 
 

2. 特別支援教育における作業療法のコンサルテーショ

ンの役割 
教育現場では、児童生徒の教科学習や生活指導の場

面で課題が生じた場合に、さまざまな支援方略が実践

されている。例えば、教員は彼らの授業参加を円滑に

するために、座席の位置や机上の物品の整理など教室

内の物理的環境を調整することや、学習内容の見通し

について視覚支援を行うこと、学習課題に対してスモ

ールステップで取り組むことである。しかしながら、

指導を行うが課題の改善がみられない場合、村枝・千

川（2017）は発達障害で適応障害がある生徒に対して

教員は「生徒が何を考えているかわからない」に最も

困難さを感じていることや、小畑・武田（2017）は軽度

知的障害の生徒に対して教員が彼らの抱える問題の背

景や要因を分析する重要性を報告している。これらの

報告は、教員が教育実践を行う上で、児童生徒におけ

る障害の多様化や行動特性の背景に対して、医学的側

面や環境因子の分析から支援方略を検討する必要性を

指摘しており、作業療法士がコンサルテーションで介

入する役割の一つであるといえるだろう。作業療法は、

児童生徒の作業課題について、人―環境―作業の相互

作用で生じる作業遂行の結果として捉え、医学的側面

による子どもの能力面の評価や、発達過程の叙述的内

容の評価をもとに、各種の評価・介入ツールを用いて、

生活場面に則した実現可能な目標を設定する。そして、

各種の能力面の基盤を促通することにより課題におけ

る技能の学習を働きかける過程指向型アプローチや、

課題の遂行状況の要因を分析し課題や環境を調整して

技能を学習する課題指向型アプローチなどで介入し、

課題達成を可能としている。つまり、作業療法士が教

員に助言や指導を行いながら、教員がこれらの課題達

成のプロセスを経験することにより、教員の特別支援

教育の専門性スキルの向上や教育に対する自己効力感

の高まりに寄与できると考えられる。 
 

3. 特別支援教育における作業療法のコンサルテーショ

ンの課題 

 作業療法士と教員が児童生徒や学校の課題状況に対

する教育実践の充実のために、作業療法のコンサルテ

ーションの課題について考察する。作業療法士がコン

サルテーションを行う際に、学校等に訪問する回数や

実施時間の制約があったとしても、児童生徒の障害特

性や医学的側面、環境因子について評価を行った上で、

教育現場の課題に対して助言や指導を行うことにより、

教員は彼らに適した授業内容や指導方法の立案が可能

になることが示唆された。コンサルテーションは「異

なる専門性をもつ複数の者が、援助対象である課題状

況について検討し、よりよい援助のあり方について話

し合うプロセス」（国立特別支援教育総合研究所，2007）
である。作業療法士にはコンサルテーションを行う上

で、教員に作業療法の役割を説明し、相互関係を構築

しながら協働することが求められよう。そして、その

プロセスにおいて、教員の特別支援教育の専門性スキ

ルの習得状況に応じた指導や助言を行うことにより、

コンサルテーションの効果が高まると思われる。今回、

コンサルテーションの介入モデルを検証した報告では、

対象となった作業療法士は一定の経験年数があったこ

とや各種評価や介入手段を用いる技能レベルが確保さ

れていた。これらのことがコンサルテーションの有用

性を高めた一つの要因であったと考えられる。今後、

作業療法士と教員の相互関係を構築するプロセスにお

いて、作業療法士の実践知や経験論、技能プロセスを

明らかにすることは、作業療法士と教員が信頼関係を

構築することにもつながり、コンサルテーションの有

用性を高めることになりうるため、さらなる知見の蓄

積と検証が必要であると考えられる。 
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